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研究成果の概要（和文）：本研究は、ポピュリズムや排他主義の高まりの中で、「穏健な多文化主義政策」の実
施が可能になる条件を、政治過程における熟議の機能に求め、その解明のための理論研究および事例分析を行っ
たものである。この作業をとおして、①多数派形成政治に加えて、専門家審議会や司法制度などにおける熟議が
中長期的に、多文化主義政策を定着させる効果を持つこと。②ポピュリズムや排他主義の世論が強まる中で、世
論から隔離された熟議の空間を維持することや、熟議の場で形成された主張によって世論を導くことが困難な場
合が生じていること。③近年の理論および実践において、この課題を克服する試みが現れていること、が明らか
になった。

研究成果の概要（英文）：Advanced democratic counties recently see the rise of exclusionist popular 
sentiment which is hostile to the ideal so multiculturalism. At the same time, however, we see the 
steady spread and consolidation of multiculturalism in many policy areas. In order to shed a light 
on this puzzling fact, the present project examines the way these countries introduced various 
multicultural policy measures in recent years. It pays special attention to the role that rational 
and inclusive deliberation played in the process of shaping and adopting such measures.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
「穏健な多文化主義政策」は、マイノリティのみならず社会全体に利益をもたらす。他方で、近年高揚をみせる
ポピュリズムや排他主義は、マイノリティに対する敵意をかきたてて、多文化主義政策の推進を妨げる。一般通
念においては、排他主義の強まりは、直ちに多文化主義政策を不可能にすると考えられがちであるが、現実には
両者は直結していない。本研究は政治過程に熟議の場を確保することで、より合理的な政策が形成されうる可能
性を示した点に大きな意義がある。日本においても、マイノリティ包摂の課題が存在する一方で、ヘイトの強ま
りがみられ、日本がこれに対処するうえで、本研究は重要な示唆を与えるものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）マイノリティ集団の文化・コミュニティを尊重・支援しつつ、これを公平な条件で全体
社会に統合することをめざす「穏健な多文化主義政策」は、マイノリティのみならず社会全体
に利益があるものとして、1990 年代以降、諸国において採用された。2000 年代の後半から、こ
れを批判するレトリックが強まるが、マイノリティ当事者はもちろん、専門家や実務のレベル
での支持はつよく、政策実務のレベルでは、着実な広がりをみせている。他方、ポピュリズム
や排他主義の高揚は、しばしばマイノリティに対する敵意をかきたて、多文化主義政策の推進
を妨げるようになりつつあり、これが社会全体の利益を損なう危険が大きくなりつつある。両
者の間に存在するこのようなギャップに直面して、両者を架橋して多文化主義政策推進の障害
を克服することが実践的関心となるが、本研究は、その鍵を「熟議を通じたアクターおよび世
論の理解の成熟」に求め、それを推進するための政治的手法を探求することを問題関心とした。 
（２）このような関心は、学界における以下の動向をふまえたものである。①国際的人権レジ
ームの強まり。冷戦終結と、その後の混乱を経て、マイノリティの権利保護のための法的・政
治的な枠組みが、大きく強化されてきた。地域的、時期的な濃淡を伴いながらも、この流れは
持続していると考えられる。②ポピュリズム・排外主義への関心の高まり。これが一時的・局
地的な現象ではなく後期近代の社会構造（グローバル化、文化の流動化、家族・教育・職場の
統合機能の低下、社会経済的格差の拡大、インターネットの発達）により生み出されるものと
いう認識が定着しつつある。③熟議の重要性を強調する政治理論・政策研究の潮流。熟議の機
能は、偏見・極論を除き、穏健でバランスの取れた判断を導く機能を持つとされ、近年では J.
フィシュキンをはじめとする実証研究が積み重ねられている。また、後期近代において社会編
成が「中央集権型」から「ネットワーク型」に移行するに伴い、政策の実効性を担保するため
にも熟議による合意形成の必要が高まることが指摘されている。 
 
２．研究の目的 
 以上の問題状況を背景にして、熟議を通じて多文化主義政策についての適切な合意を形成し、
これを推進するために、有効な手続きや政治手法、言説のあり方等の諸条件を探求することが
本研究の目的である。従来、民主主義のモデルとして多数派形成政治が当然視されていたが、
実際のところは、数や政治的影響力でおとるマイノリティへの政策は、それ以外の経路を含む
複合的な政治過程で形成されてきた。そこで本研究は、世論や議会のみでなく、これらの多様
な回路を視野に入れ、マイノリティ政策の形成過程を検討することで、熟議を通じた多文化主
義政策の推進の可能性を検討することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
この目的のために、本研究は、①ポピュリズムや排外主義の生じるメカニズムを分析し、熟議
をつうじてその弊害を克服する可能性を検討し、政策決定の諸回路において熟議が成り立つ条
件を理論的に検討する。②あわせて、イギリス、フランス、カナダ、ドイツ、日本の過去 30 年
間の政策形成の事例の中から、政策決定の回路、熟議のあり方、多文化主義政策の推進の成果、
の観点から示唆的なものをとりあげて分析を加える。これを通じて、熟議がマイノリティ政策
形成のなかで果たすべき役割についての知見を引き出すことをめざす。 
 
４．研究成果 
 本研究によって得られた知見は以下のとおりである。 
（１）熟議を通じたマイノリティ包摂の推進について 
 本研究が注目したのは、カナダにおける先住民政策の展開において、熟議がはたした役割で
ある。カナダにおいては、マイノリティ集団への政策決定において、広い範囲の当事者や専門
家からの意見徴収を行い大部の報告書を公刊する手法をとってきた。報告書は直ちに政策転換
につながる場合も、そうでない場合もあるが、中長期的に公的討論や政策研究を方向づけ、国
民の理解を深化することで、多文化主義政策の推進の土壌をつくってきた。古くは、二言語・
多文化主義というカナダの基本原理を基礎づけた王立調査委員会の報告書があるが、過去 30 年
にかぎれば、先住民に関する王立委員会の報告書(1996)の成果が重要である。この委員会の活
動にあたっては、多くの先住民をメンバーに登用し、先住民問題の研究者および先住民の意見
を広範に収集して取り込んだ。そこで提示されたビジョンは、カナダと先住民の関係を「民族
と民族」の関係と位置づけ、先住民の自己決定権と資源を回復し、自律的な生活圏を再建する
ディカルなものであった。このため、政府がこれをただちに受け入れることはなく、研究者の
なかにも、懐疑的な意見もあった。しかしながら、そこに示された多くの議論は、諸領域にお
いて各種の政策を方向づけ、先住民の権利の回復を推進することになったといえる。その後緩
慢ながらも、政府と個々の先住民集団の間の条約の回復や、新規の締結を通じて、土地権や自
治の回復の作業が続いてきたのである。 
 英国に目を転じれば、20 世紀後半以降、移民統合をめぐる複数の回路が作用し、移民統合が



進められてきたことが分かる。第二次大戦後当初における英国の移民包摂過程は、「熟議の場」
としての議会によるイニシアティヴが重要である。1950 年代から 70 年代前半までの包摂対象
は、旧植民地出身の新英連邦移民であった。頻発する人種差別とパウエリズムに代表される排
外主義、そして度重なる「人種暴動」により社会不安が広まり、議会は 1965 年および 1968 年
に人種関係法を可決した。これによって裁判所が「熟議の場」に加わり、人種差別などの廃絶
および緩和が目指されたと言える。また、人種関係局や人種平等委員会も権限が与えられ、「熟
議」のアクターに加わることになった。 
 ここで確立した「人種関係パラダイム」が、1990 年代からほころびを見せ、政策転換が必要
になる。この時期に、宗教の差異が統合政策において存在感を増してきたのである。中でもイ
スラーム教は、従来「南アジア系」と目された移民たちの一部が「ムスリム」と自称または他
称するなど重要な社会的カテゴリーとなった。この政策転換に重要な役割を果たしたのが、国
際人権レジームを媒介したヨーロッパ連合と、これを受けた司法制度の機能である。1997 年 EU
アムステルダム条約とそれに続く EU 人種平等指令は、宗教に基づく差別禁止の法制整備を加盟
国に促した。これに応じて、英国議会は 2003 年人種関係法 (改正) 規則、同年雇用平等 (宗教
および信条) 規則、2006 年人種的及び宗教的憎悪禁止法などによって裁判所に判断の枠組みを
与え、宗教を既存の人種関係パラダイムに繰り込む形で、ムスリムとして移民を包摂する。ま
た、2006 年平等法では人種平等委員会を機会平等委員会および障害者権利委員会とともに改変
して「平等人権委員会」を創設し、新たな「熟議」のアクターをつくることになった。 
 もっとも、移民当事者たちが「熟議」のアクターとして十分に包摂されているとはいえない。
たとえば 500 ほどのムスリム団体の包括団体に英国ムスリム議会 (Muslim Council of Britain, 
MCB) がある。同議会はトニー・ブレアおよびゴードン・ブラウンによる労働党政権とは公式的
な取り決めをして、政策的助言を政府に行うことができた。しかし、保守党政権となって以降、
そのような公式な取り決めはなされていない。その保守党政権下で進んだのが 2016 年 6 月 23
日の国民投票で決められた EU 離脱であるが、この動きは主に東ヨーロッパからの移民を排除す
る性格を持っていた。さらに、キャメロン政権を継いだメイ政権下では、第二次大戦後の早期
に渡ってきた新英連邦移民とその子弟、すなわちウインドラッシュ世代の居住権を剥奪しよう
という動きが現れた。これら、東欧移民やウインドラッシュ世代の処遇を配慮するための「熟
議の場」は設けられておらず、重要な課題を残している。 
 
（２）熟議空間の成立条件のゆらぎについて 
 カナダの先住民政策の事例を上に検討したが、カナダにおいても、熟議を通じた手法が常に
機能するとはいえない。とくに、ムスリム統合をめぐっては、世論にみられる排他主義を克服
できない事例もある。オンタリオ州では、2003 年に、調停におけるイスラーム法の利用をめぐ
る論争がおこった。オンタリオ州は家族法・相続法の領域に「調停」の制度を持つが、宗教的
な規範を調停の基準として選択することが認められていた。ところが、保守的なイスラーム団
体が調停サービスの開始を表明し、カナダへのイスラーム法の導入を目指すという声明を発表
したことが一般市民の恐怖心を喚起し、調停制度のあり方が議論されるに至ったのである。論
争の中では、伝統的なイスラーム法における男女の不平等や、イスラーム教徒のコミュニティ
における女性の差別の問題が広く認識された。他方で、イスラーム法にもとづく調停の廃止が、
問題を解決しないことも指摘された。敬虔なイスラーム教徒は、世俗的な離婚とともに宗教的
な離婚を必要とするから、彼らは宗教的指導者に調停を依頼し、またその決定は強い拘束力を
持つ。こうして私的領域において、宗教的調停は強い力を持ち続け、女性のおかれた状況の改
善は期待できないのである。オンタリオ州から調査を委託された法律家マリオン・ボイドは、
こうした考慮をふまえて、一方で宗教に基づく調停を許容しつつ、他方で、その手続きと決定
を、オンタリオ州の家族法と整合させるための方策を講じる。すなわち調停者の資格について
の規制を設け、また記録の保存、文書による判決理由の記録、決定に対するモニタリングなど
を提唱する。こうした制度の下では、ムスリムとそれ以外の対話が促進され、またイスラーム
法の実践をカナダの法と調和させる努力が促されると考えられる。すなわちコミュニティの実
践を公的制度の枠内に取り込むことで、対話と変容を促せ、人権と文化的帰属という二つの要
請を両立させることをめざすもので、熟議を重視する我々の関心にも合致するものである。し
かしながら、この提案は、加熱した政治情勢の中で採用されることなく、宗教規範の利用自体
が困難になったのである。 
もうひとつの例は、ケベックにおけるケベック州政府の調査委員会、通称ブシャール＝テイ
ラー委員会の活動である。この委員会は、著名な二人の学者を共同議長にすえ、多くの当事者
からの聞き取りを行った末に、注目すべき報告書を提示した。報告書は、一方で、キリスト教
（カトリック教会）との関係においては、国家の中立性を推し進める必要を指摘し、ケベック
州議会の会議場内の十字架を撤去し、地方自治体議会の開会時に行われる礼拝を廃止すること
を提唱する。他方において、「開かれた世俗主義」の名のもとに、宗教的マイノリティのニーズ
に配慮することを提言する。「国家の中立性」を遵守しつつも、同時に、宗教的なニーズの重要
性を認め、「良心と宗教の自由」を重視する。「国家の中立性」は、「良心と宗教の自由」を保障
するための手段であると位置づけられ、したがって、後者の実現のために、ときに前者の基準
を緩和することも考慮されるのである。公務員は、職務に支障がない範囲で宗教的シンボルを
着用することを許され、また公立学校において生徒がシンボルを着用することも許されるべき



であるとされる。それは「インター・カルチュラリズム」にもとづく宗教的マイノリティの包
摂のモデルを提示したものとして、研究者の評価も高い。しかしながら、この議論が社会に与
えた影響は限定的であった。この報告書の公刊後も、宗教シンボル着用の制限は、ケベック政
治のアジェンダに上り続け、2018 年に政権を獲得したケベック未来連合の手で、初の立法が行
われた。これは公立学校の教師にまで広範囲にシンボルの着用を禁止するものであり、連邦憲
法に違反するとの批判も強い。いずれにせよ、熟議よりも多数派形成政治の論理が貫徹した例
といえる。 
 フランスにおいても、ムスリムの統合をめぐる政策決定過程をたどることで、専門家委員会
における熟議が社会との距離を失い、排他主義的な世論に迎合してゆく過程をみることができ
る。フランスでは従来から、ムスリム系移民への政策をめぐっては、政党が扱うのではなく、
専門家にゆだねる手法がとられてきた。1989 年のスカーフ事件において、政府の諮問機関であ
る高等統合審議会が政策形成の中心になったが、これを構成したのは、移民政策やムスリムの
現状に通じた研究者、官僚、法律家などであり、排他主義的な世論に抗して、政教分離の観点
から、スカーフ着用の自由を認める結論を出した。しかしながら、このような自律性は、2003
年のスタジ委員会においては弱まることになる。この時点では、従来の原則論よりも、イスラ
ームによる女性抑圧が直接の関心の対象になり、抑圧からの解放のために公立学校でのスカー
フが禁止されることになる。この際に、ヒヤリングの対象になったのは、教員、病院、警察な
どの関係者であり、彼らの証言を通じて、世論の傾向が吸い上げされることになる。これに対
して、専門の研究者や、ムスリムの当事者はほとんど意見聴取をうけなかった。ジュラン委員
会では専門性がさらに薄まるとともに、一般市民の声が広く取り上げられることで、公共空間
でのブルカ禁止を提唱することになる。政府は、個人の自由や政教分離の観点からこれを問題
視する国務院を押し切り、法による禁止が行われるにいたった。専門家委員会の世論からの自
律性の喪失は、世論のうちに存在する排他主義の強まりによって、国民戦線の勢力が伸長を続
ける中で、主要政党がもはや、ムスリム問題を正面から取り上げざるを得なくなったことに起
因するところが大きい。このように、フランスの事例は、ポピュリズムの強まりの中で、社会
の中の排他主義から距離をとって、冷静な熟議の空間を確保する手法が難しくなりつつあるこ
とを示している。 
 次にフランスにおいて、ムスリム差別に対処するための審議会に目を転じれば、ムスリムの
審議会である「フランス・ムスリム宗教実践評議会（CFCM）」が、他方でアドボカシーネットワ
ークと裁判所をつなぐ「差別高等禁止庁（HALDE）」が設立された。CFCM は、モスク建築の際の
行政の不作為など、ムスリムの宗教儀式の実践における差別に対抗するための機関である。し
かし、CFCM のメンバーは行政から支援を受けることにより、ムスリムの不満を行政に提示する
機関ではなく、行政の不作為などをムスリムに正当化するための機関として機能した。次に、
HALDE は、ムスリムであることを理由とした雇用の拒否など、日常生活における差別に対抗す
るための機関である。しかし、ムスリムの差別の経験を訴訟に結びつけることは証拠の不足な
どから困難であり、結果的にアドボカシーネットワークからの強い支持を受けることなく廃止
された。このように、ムスリム当事者や支援者との関係においても、審議会が良好な関係を作
れていない例が観察される。 
これらの事例と比較した場合、日本の事例は対照的である。日本においては、アイヌ民族に
対する政策が、1990 年代末以降、大きく進展した。その最初の画期は 1997 年のアイヌ文化振
興法の制定であり、これによって、文化復興の事業が本格的に開始された。これと並んで重要
なのは、同年に札幌地裁で下された平取ダム判決である。アイヌを先住民族と認定し、その文
化享有権を根拠にダム建設の手続きを違憲としたものである。次の転機は、国連における先住
民族の権利に関する権利宣言によって訪れる。これを転機に、アイヌ民族政策への関心が盛り
上がり、2008 年に国会はアイヌ民族を先住民族と認めることを政府に要求する決議を行う。政
府は、今後の政策についての検討を行う「アイヌ政策に関する有識者懇談会」を発足させる。
2009 年に有識者懇談会が報告書を提出し、その実施を検討するアイヌ政策推進会議のもとで、
政策の具体化が進められた。その終着点は 2019 年のアイヌ施策推進法の制定と、2020 年の国
立アイヌ民族博物館および国立民族共生公園の開館・開園である。 
このような一連の流れをその決定過程の観点から見ると、旧土人保護法の廃止や、国際人権
規範への対応という長年の課題があり、政策転換を司法が後押しし、政府の方針のもとで、専
門家委員会と行政庁の主導による、関係当者間の調整が進められた点が特徴である。アイヌ民
族の当事者も委員会に加え、またヒヤリングも実施されたが、諸国の例に比べれば、その規模
や公開性が限定され、最終的な決定にいたる決定過程は、一般国民のアクセスできない空間で
進行した。この手法は両義的な帰結を持った。一方では、国家レベルの政権交代にもかかわら
ず、政策形成は安定的に推進され、近年の排他主義的主張によって妨害されることもほとんど
なかった。他方において、このプロセスを通じた、国民の理解の深化の程度については、批判
的な検討が必要である。政策展開の末期において、様々な批判が現れたことにこれが看守でき
る。また今後、社会における排他主義の傾向が強まり、これが政党政治に波及した場合に、こ
のような手法が維持できるかどうかは明らかではない。 
 以上のように、ポピュリズムの世論から隔離した場で、理性的な熟議の空間を確保する手法
は、難しくなりつつあることが認識された。 
 



（３）ポピュリズムの時代における熟議の展望について 
 以上のように領域分割が困難になる中で、熟議を実現してゆくための知見として、以下の三
点を認識するに至った。 
 ①ポピュリズムと熟議の関係について、両者の連続・断絶の観点から、熟議が発生する条件
に注目する必要がある。ポピュリズムは需要側（民衆）／供給側（例えば政党）からの働きか
けにより、「民意」が構成される過程として捉えられる。この過程は、個々の人々が熟議を通じ
て自らの意見や選好を変容させながら合意を形成していく過程とは異なるものである。アメリ
カや欧州における多様な右派運動、またコロナの世界的流行下における様々な排斥運動にみら
れるように、ポピュリズムが友と敵を分かつ一定の物語に同一化して集団へと溶け込む過程で
あり、近年では SNS の発展もあって同一化の速度は加速的であり、近年注目されている加速主
義の研究の指摘するように、時間の加速化（acceleration）と右派ポピュリズムの繋がりも存
在する。こうした同一化とそれに伴う排除に抗するために、W・ベンヤミンの思想の示唆するよ
うに、加速化する同一化の過程を「中断」することの必要性が注意されるべきである。W・ベン
ヤミンはその暴力論の中で、目的なき「話し合い」や「ゼネラルストライキ」が持つ可能性に
ついて言及しているが、こうした議論を「中断の思想」として捉え返し、ポピュリズムにみら
れる加速する同一化への抵抗として捉え、同時に「熟議の始まり」の契機として捉える可能性
が存在する。それは政治過程のなかに熟議を確保するプロジェクトにおいて、「ポピュリズムの
同一化の言説」に介入して、その過程を中断させうる思想であり、「熟議の場」そのものではな
く、熟議の場の始まりを可能とする条件についての示唆を与えるものである。 
 ②教育を通じて熟議の態度を広げる実践は諸国で見られるが、ドイツにおける議論は注目に
値する。ドイツにおいては排外主義の動きが台頭し、2017 年の連邦議会選挙で「ドイツのため
の選択肢」(Alternative für Deutschland)が、第 3政党にまで躍進した。その排他主義的ポピ
ュリズムは、政治を民衆や国民の手に取り戻すというレトリックに訴え、民衆や国民ではない
とみなされる集団を批判と排除の標的にすえている。これに抗して、政治の信頼を取り戻し、
民主主義の制度を補強するという課題が不可欠であり、この課題に取り組むアプローチが、た
んなる政治制度としての民主主義を超えた、種々の社会領域（学校、労働、経済、政治）にお
ける〈生き方としての民主主義〉という観点である。〈生き方としての民主主義〉という観点は、
J.デューイのデモクラシー論に依拠するアプロ—チであり、その大きなメリットは広義の政治教
育と結びついている点にある。政治教育はあらゆる社会関係においてなされるものであるがゆ
えに、あらゆるひとびとが参加する営みであり、企図である。この意味において、民主主義の
教育それ自体が民主的な性質をおびている。〈生き方としての民主主義〉が、種々の社会領域を
包摂し、なおかつ政治教育との連関を有する点に、熟議の場を確保する可能性が存在すると考
えられる。 
 ③近年の動向として、移行期正義の要素を含んだ調査委員会の実践例が注目される。カナダ
において、かつてのインディアン寄宿学校在籍者およびその家族は、身体的・精神的・文化的
な損害に対する補償を求めていたが、連邦政府との間に和解合意をむすんだ。そのなかで、旧
在籍者、家族、先住民コミュニティと、すべてのカナダ人の間の和解のために、情報の収集と
その共有の任にあたる「真実和解委員会」を設置することが定められた。委員会は多くのコミ
ュニティを訪ねて、生存者からの発言を集めるとともに、政府や教会に対しては資料の提出を
求め、歴史の掘り起こしを行った。委員会はこれを 2015 年に長大な報告書にまとめて公刊し、
生存者の声はアーカイブ化されて電子媒体によって広くアクセス可能になった。この活動は、
同化政策の弊害の認識を浸透させる機能を持つが、もう一つの効果は、被害者に「声」を与え
ることで、心情的な和解をめざすことにある。 
同様な点は、先住民の失踪女性についての、全国公開調査についても指摘できる。先住民コ
ミュニティのなかでも弱い立場にある女性たちからは、多くの失踪者、犯罪被害者が生まれる。
その源には、貧困、教育崩壊、家庭崩壊、施設養育、生活のための売春など、先住民女性をめ
ぐる複合的な抑圧があり、さらに警察や司法機関による差別が問題を悪化させている。この問
題は長年指摘され、調査を要求する声が強かったが、全国公開調査は、これを構造的な問題と
して可視化させた。広範なヒヤリングを通じて、この問題への一般人の理解が深化し、家族へ
の共感と支援が寄せられるようになった。報告書は 1000 頁をこえ、231 名の個人の声が収録さ
れている。 
これらの調査においては、沈黙を強いられていた人びとに「声」を与え、これを広い範囲の
国民に届けること、また抑圧者の側に応答を促すことが、機能のひとつであると考えられる。
「真実和解員会 Truth and Reconciliation」という名称からわかるように、このような手法は、
アパルトヘイト後の南アフリカにおいて実践されて注目を集め、その後、移行期正義の実現の
手段として、世界中で用いられるようになった。この場合、理性的討論にくわえて、被害者へ
の共感が強調され、抑圧者の側の参加が促される点に特徴があり、これが機能すれば、マイノ
リティ政策の推進が期待されるものである。 
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